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要約：

　近年特に重視されている育児と仕事の両立のバラダイムの確立に関する動向と見解及び将来予測について、この問

題に深く関わる6分野の有識者にデルフプイ法によるオビニオン調査を実施し・’これらの愚見を集約レた・

　先ずr男は仕事、女は家庭」からr育児と仕事の両立』への価値観の変化をもたらす条件として女性及び男性の意

識変化が重視され、政策4）推進への期待が高かった。～1世紀初頭における最も必要な社会の育児支援として、保育サ

ービスと経済的負担軽減が重視されているが、保育サービス資源として最も重視されている保育所の新しい望賭IIへの

脱皮の期待が強く、一方事業所内保育の普及の予測は低かった。今後r層必要となる企業・事業体の育児支援の種類

については、各種施策の普及予測と期待の度合いは一致度が高く、また広義の育児休業の展開などフレクシブル塗労

働時間・期間の考慮や、多様な選択や組み合わせの可能な育児支援の方向の重要性が示唆された。これらをふまえ、

育児と仕事の両立のバラダイムの展望として・ 男女共同参画化・多様な支援メニューの主体的選択・家族の自立的相

互援助と自己実現の課題を示した。最後に、今回用レ｝た新しい手法としてのデルファイ法の効用と問題点にっいて考

察を加えた。

　見出し語：育児と仕事の両立　　育児支援　　家族の相互援助と自己実現　　デルファイ法
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1研究の目的

　近年特に重視されている育児と仕事の両立の必要性に

ついてはく昨年度の本研究において多面的に考察し、提

言を試みた。本年度においては、この問頚に深く関わる

分野の有識者に育児と仕事の両立のパラダイムの確立に

関する動向と将来予測に関する見解についてオビニオン

調査を実施し、この問題と今後の課題をより実証的に明

らかにすることとした。

II研究の方法

　1研究の手法
　　（1）デルファイ法

　将来予測に関する本調査は、デルファイ，法に基づいて

行った。このデルファイ法は、目的とする検討課題に応

じて調査方法は若干異なるが、次のような特徴をもっ。

まず第1に・基本的には専門家の判断に基づいてなるべ

く正確な将来予測を行うために用いられる技法であう。

第2に、同一人物に対して同一の質問を繰り返し複数回

実施する方法を採ることである。第3に、調査を通じて

意見の集約を図ることを重視していることである。

　これらの特徴は、会議や研究会方式で行った場合の欠

点である、権威に対する服従や群衆心理によって回答が

歪めらることを防ぐとともに、他の人が行った回答結果

を知ることにより、自分の意見が他の人の意見とどう違

うのかを意識しつっ、2回目以後の回答時に考え直すこ

とができるため、より正確な予測と複数の被調査者間で

の意見集約が進みやすいという点にメリットがある。

　日本においては、主に将来技術予測やマーケティング

の分野で用いられることが多く、最近の代表的な研究と

しては、経済企画庁総合計画局が中心として行った『20

10年技術予測』（大蔵省印刷局、1991年9月25日）が有名

である。

社会福祉の分野においても、最近の計面化の流れにの

って、マンパワーに関する将来の必要量を算出する方法

としてや、入所判定基準についての合意を複数の専門職

の間で形成していくための方法として用いられ始めてい

る。例えば、入所判定基準については専門職問での合意

を形成しておぐためにデルファイ法が用いられた例とし

ては・測rl正吾r高齢者向け社会サービスの必要性」2が

ある。

　　（2）本調査におけるデルファイ法

　このようなデルファイ法を、子育て支援にまっわる将

来予測に用いたのは主として次の2点の理由による。

　第1に、将来（2001年時点）における子育てをめぐる

環境は、どのような状況にあるのかということをできる

だけ正確に予測したいということである。このことを知

りたかったのは、施策を展開する際には、その施策が実

施に移される時点での社会状況、特に子育て環境をでき

るだけ正確に把握する必要があると考えたからである。

　2001年という時点をずいぶん先と感じる人も、すぐや

ってくる年と感じる人もいるであろうが、子育てに伴う

施策を総合的に充実させようとすれば、少なくともこの

程度先の時期を念頭におかなくてはならないと考えた。

また、これ以上先になると社会状況の変化を予測するこ

とがあまりにも困難であろうということで2001年に設定

した。子育て環境に関する各質問において、実際にはど

うなるかというr実際の動き」と、個人的にはどうなる

べきだと考えるのかという「個人的期待」の2つの側面

から回答を求めた。

　第2に、どのような育児支援を行っていくべきなのか

に関する専門家の間での意見集約がどのようにはかられ

るのかを調べることを目標としている。今回の被調査者

は、子育て支援に関するかなり高度な知識と経験を有し

ている人物であるというメリウトを生かして、将来にお

ける「実際の動き』と、個人的にはどのような施策を取

るべきであると考えるのかというr個人的期待」の2つ

の側面から回答を求めた。施策に関する調査項目として

は、重視される保育資源、社会的育児支援の内容、企業

・事業体による育児支援の内容等を取り上げた。

　また、いくっかの質問項目については、回答肢間での

優先順位をっけることを求めた。これは、具体的施策を

立案しようとする際には、何らかの優先順位を付け、そ

の優先順位が高いものから実施に移していく必要がある

からである。したがって、この優先順位をつける作業そ

のものが・子育て支援の今後のあり方の方向性を決める

ものであると考えられるので、「全ての施策を用意して

おくことが必要だ』という考えを持っている被調査者に

対しても、無理をお願いして優先順位をっけてもらうこ

ととした。

　次に、デルファイ法の特徴である、同じ質問紙による

複数回の調査の手法について若干触れる。今回の調査で

は2回実施した。デルファイ法は第1回の質間に対する

回答を集計し、その集計結果を各被調査者に提示しなが

ら・第2回の回答を求めるという点によって、より客観

的な回答を得ると共に、被調査者間での合意形成を図っ

ていくことを目標としている。しかしながら、第2回調

査時に各被調査者に示す第1回調査の集計結果の提示方
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法によっては、この第2回調査の意味は異なってくる。

　今回の調査の場合、第1回調査において各質問項目に

対し特定の人物がそれぞれどのような回答を行ったのか

にっいては、集言俵に示した。しかし、その人物が誰で

あるかはもちろん、どの分野の人の回答であるかは示さ

なかった。調査目的によっては、どの分野の人の意見で

あるかを示すことは許されると考えられるが・今回は意

見集約をはかるという点に重点を置いたため、このよう

な方法を採用した。

　2　意見聴聞を実施した分野

オビニオン調査を実施した分野は、次の通りである。

①保育界　（以下「保』と略）

②　育児産業　（以下「育」と略）

③　経営者団体（以下「経」と略）

④労働者団体（以下「労」と略）

　⑤　企業労務　　（以下「企」と略）

　⑥　労働行政　　（以下「行」と略）

　このうち、①保育界、②育児産業、③経営者団体、④

労働者団体及び⑥労働行政の5分野については・今日我

が国で相当の活動力並びに影響力を持っと評価されてい

る代表的人物の中から、その分野毎に各1名を選考した・

また、⑤企業労務にっいては、古くから育児と仕事の両

立を図るための労務管理等を進めてきた企業A、及び近

年これを実践しようとしっっある企業Bの2社の労務管

理担当の上級管理者に依頼した。被調査者の年齢は40

～50代で、性別は女性4名、男性3名であった。

　3　調査の内容と方法
　オビニオン調査は、第1回及び第2回の計2回実施し

た。第1回調査の実施に当たづては、前年度研究に関す

る論文報告3及び調査にかかわる基本資料集を事前に提示

し、調査は、これを踏まえた上で、全員に以下の内容の

「将来予測に関する質問項目」に沿って質問し、2001年

時点における状況がどうなっているかという実際の動き

の予測、及び同時点における個人的期待について、具体

的回答及びその意見の背景、理由について聴聞した・

　「将来予測に関する質問項目」

1．男は仕事、女は家庭』という考え方から・ r育児と

　　仕事の両立』へという考え方の変化について

　（1）2001年におけるこの考え方への変化の度合　，

　（2）一般企業に働く女性の育児休業取得資格者は2001年

　　にはどの程度取得するようになるか

　（3）一般企業に働く男性の育児休業取褥資格者は2001年

　　にはどの程度取得するようになるか

　（4）変化をもたらす条件

2．育児の社会化の方向
　（1）2001年における父親の育児参画、協力への可能性

　（2）2001隼に最も重視される保育資源

　（3）2001年に最も必要となる社会の育児支援の内容

3．企業、事業体の育児支援の必要性とその将来展睾

　（1）2001年に最も重要となう企業、事業体の育児支援の

　　内容
　さらに各分野別に、「専門分野に関する質問項目」に

沿って質問し、具体的回答及びその意見の背景・理由に

ついて聴聞した。第1回調査は、おおむね2時間半乃至

3時問を要した。

　第2回調査の実施に当たっては、第1回調査のうち、

「将来予測に関する質間項目」に関する全員の回答結果

及びその分布を図表で示し、デルファイ法の趣旨に沿っ

て再度同一質問を行ない、具体的回答及び補足的にその

意見の背景、理由にっいて聴聞した。第2回調査は・お

おむね1時間乃至1時間半程度を要した。

　なお、この調査においては、個々の被調査者に対して・

本人がどの分野を代表しているかについて、並びに他の

どのような分野にこの調査を実施しているかにっいては・

明らかにしたが、具体的氏名にっいては示さなかった。

また、第2回調査においては、第1回調査で本人がどの

ような回答であったかは示さず、またどの分野の方たち

がどのような回答であったかも示さなかった。

　4　調査の回答処理

　回答は、上記の方法によって個々の質問内容毎に・単

一回答または順位別回答を得た。

　各質問項目にっいては、 一致係数を用い・各人の回答

のr実際の動き」とr個人的期待」の一致の度合を見た。

一致係数はr実際の動き』とr個人的期待」の回答が一

致した場合を1qo．0とし、噌致しなかった場合は「実際の

動き」とr個人的期待」の回答項目の差を求め・差の度

合に応じて以下の方法で算出した。

　単一回答の場合はそれぞれの回答が一致した場合を

100．0とし、それぞれの回答項目数（n）から1を減じた

数を一致度が最も低い0．0とし、nの数に応じてその比率

を示した。具体的には、項目数が4つの場合・その間に

66．7％、33．3％が入る。5っの場合、その間に75，0％、

50．0％、25．0％が入る。

　また、順位別回答の場合には、回答項目毎の順位の差

（絶対値）を合計し、差の合計が0の場合の一致係数を

100．0、差の合計の最大値（闘；項目数3っの場合は4・

4っの場合は8、5っの場合は12、6っの場合は18）の場
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合の一致係数を0．0とした。合計数が0からM献の間の場

合の一致係数は・その比率を分布数｛甑X／2＋1｝に応

じて算出した・具体的には、項自数3っの場合は分布数

3（100，0％、5喘、0。0踏）、4っの場合は分布数5（100

・0％・75・0％・50・0欺25・0％、0・喘）、5っの場合は分布

数7（100砥83，鉱66，8％、50．1％、33．4％、16，7％、

0・幌）・6つの場合は分布数10・（100。0％、88．9％、77．

8％・66・7％・55・銚、44，4％、r 3，銚、22．2％、11．1％、0．幌）

であった。

　順｛立男U回答で、日月確な順位を判断しにくい囎には、

計数上同順位として処理した。（ex。1位、2位同順の場

合は双方L5位・5項目同順の場合は各項目3位）

　さらに・重要度のウエイトづけの際は、1位からn位

までを等差なものと仮定し、1位をn点、ぬ位を1点と

した。

m　オビニオン調査の結果及び考察

れた。

　しかし、その変化のスパンにはかなりの幅がある，「国

際社会の変化によって、r短期的に変化し得る，」（「経』）、

「政治の変化により・2001年には相当変化する，」（r育」）と

いう、国内外の経済的・社会的、政治的環境変化によっ

て国民の意識が大きく変わるとする意見とくr社会の変化

は1世代単位で起こるため、2001年までの7年間ではそ

れほどの変化が起こるとは考えられない，』（「行」）という

ように、意識に関わる部分にっいてはもう少し長いスパ

ンでゆっくり変化すると考える意見に分かれた。

　r保』を除いて個人的期待の方が実際の動きよりも変

化の度合いを大きく答えている。日需的に保育を担う仕

部に従事しているr保」をはじめ、社会福祉の分野の人

々が・むしろ家庭養育機能の低下を懸念し、女性の社会

進出を援助することにっいては、必ずしもきわめて積極

的ではないという傾向は・社会全般の変化に対する福祉

表1　実際の動きと個人的期待の一致係数
　今回実施した「将来予測に関する質問」及び「専門分

野に関する質問」についての調査のうち、前者について

の結果を中心に報告する。結果の詳細については、平成

4年度厚生科学研究家庭出生問題総合調査研究報告書4を

参照されたい。

1　2001年における「男は仕事、女は家庭Jから「育

　児と仕事の両立」への価値観の変化

　この調査においては先ず、「男は仕事、女は家庭」から

r育児と仕事の両立」への価値観の変化、即ち新しい時

代へのパラダイムの転換の可能性にっいて、意見を求め

た。その結果は図1及び表1に示すとおりである。

　実際の動きに関する将来予測も、個人的期待も、「ある

程度変化する」及び「相当変化する」に集中し、21世紀

までに若干のパラダイムの変換がみられることが示唆さ

第1回 第2回

保 100．0 く66．7＞

育 66．7 100．0

経 100．0 66． 7

労 100．0 66．7

企A 66．7 66．7

企B 100．0 66．7

行 66．7 66．7

表註＝（＞は変化の割合が小さくなる。

実際の動き 個人的期待

①全く変化しない

②ある程渡変化する ⑱・㊨・確1　　企A。企B・行
保　　　　　⑱

③相当変化する 穣・㊨⑧・労 育・窪⑤亙毒．行

④完全に変化する 7　、　　　　　　　　「

労：一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注・○は第1回の回著、亭は第2回の回箸。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回答に変fヒカ∫なカ》った場合は無印で示した。
図1

鵬駿纒，朧濃雛購繍》∫盲児　の両立・
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専門家の意識に共通しているものがあり5、興味ある結

果といえよう。また、「経』と「労」とが、今そしてこれ

からの経済、社会の動向を踏まえ、比較的似た将来予測

を示していることも、特徴的であった。しかも、第1回

目では全く一致していたが、第2回目では、他の分野の

意見及び全体の意見傾向を確認した上で、r経」は変化の

少ない方に、「労」は変化の大きい方にシフトしているこ

とは興味深い。この点は、デルファイ法による将来予測

調査の効用性にっいて、・参考となるように思われた。

2　「男は仕事、女は家庭』からr「育児と仕事の両立」

　．への価値観の変化をもたらす条件

　この、新しい時代へのパラダイムの転換をもたらす価

値観の変化は、主としてどのような条件でもたらされる

ので南ろうか。そφ結果峠図2揖び表2に示すとおりで

ある。

　今回の調査結果の特徴は、次の二つの点にみられる。

第1に、デルファイ法によると、実際の動きに関する将

5
4
3
2
1
o

5
4
3
2
1

く実際の動き＞

女性　男性　経営　政策　労働

　　　　　く個人的期待＞

，盆乳顯，．．．』、．．a，．a，…・1．．，．

0
　　　政策　経営　男性　女牲　労働
　政策一一強力に政策を機進する　　経嘗・…経営者個が積極的にかかわる

　労働・…労葭緒側が積極的にかかわる　　女性・…女性の意鐵変化

　男性・…男性の．恵識変化

図2　回数別考え方の変化をもたらす条件の重要度の

　　　ウエイト

来予測として最も重視する条件は、「女性の意識変化」で

あり、、2回目の調査でそれがより集約され、確固たるも

のとなったことである。第2に、将来予測における実際

の動きと個人的期待の間に非常に明瞭な乖離がみられた

ことである。実際の動きとしては、「女性の意識変化』

をトップに、「男性の意識変化』と続き、「政策」 が後追

いのかたちで動くというものであづた。これに対して個

人的期待としては1「政策」がトップを占め、「女性」、「男

性』の意識変化への期待を上回った。このことから、真

のパラダイムの変換は、先ず女性の意識変化によって最

も促進され、定着されるという点、そしてこの転換を早

期に進める上で、我が国の国民性をも含め考えると、強

力に政策を推進することが価値観の変化の条件として最

重視されるという点が、特筆されることである。

　ところで、「経Jとr労」の間には考え方の相違が顕著

であった。r経」は、実際の動き、個人的期待ともに女

性の意識変化を最重視し、r労」は実際の動き、 個人的期

待ともに政策を最重視しており、 その分野を背景とした

意見として特徴的なものであると考えられた。一方、・全

体的には実際の動き」個人的期待ともに最下位に順位づ

けられた 「労働者側が積極的にかかわる』という条件に

関しては、「経』と「労」ともにおおむね中間に位置づけ、

「労」は第2回目で第1位に上げていることも特徴的で

あった。近年の労働組合活動における二｝ズの多様化と

些通合意形成の困難さ、あるいは中小6零細企業労働者

の二」ズよりも大企業を主とする活動の限界等をふまえ、

このような子育て支援に関しては、労使協調による政策

を推進したりマ政府の政策推進を訴える方策の重要性が

表2 実際あ動きと個人的期待の一致係数

保

育

第1回

0

16．7

第2回

33．4

33．4

　経　　　66．8　　　　　　　　　　　，84．0

回

4

0
一
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指摘され、今後の施策展開で示唆されるものがあった。

　女性・男性の意識変化のうち、男性の意識変化につい

ては、重要な見解を聴聞することができた。即ち、我が

国が、企業帰属意識や集団評価主義から個別主体性意識

や個人評価主義へと変化する可能性は、男性の意識変化

と密接に関係している。この点で男女共同参画化による

男女協働型社会への転換が、不可欠なものである。オビ

ニオン調査においては、この5項目以外に「社会経済的

変化』という条件を含むべきという重要な指摘もあり、

今後の研究を通じて、これらの点をさらに深めていきた

いD

3　2001年における父親の育児参画

　核家族化、女性（母親〉の就労化・社会進出に伴って、

次第に指摘されるようになってきた父親の育児参加につ

いて、この調査ではparticlpatlonを積極的、主体的参

加即ち参画として表現し、意見を求めた。その結果は図

3及び表3に示すとおりである。

　特徴的なことは｛2回の調査を通じて、実際の動きに

関する将来予測、個人的期待ともに全員が「父親がある

．程度かかわる」という一致した意見がみられた。一致係

数をみても、他の質問項目に対するどの回答よりも高い

結果が得られた。

　意見が容易に集約されたというこの特徴は、父親の育

児参画についてはどの分野においても共通認識に達し得

る部分が存在し、将来予測し得る状況がみられるという

ことである。具体的には現今以上にそれは進むであろう

が、しかし「参加」程度であって、r参画」には至らない

ということであろう。個人的期待では」第2回目で普及

の度合いをr経』が低めに、「行』が高めにそれぞれ変更

しているものの、r父親の育児が普及している』ことを過

半数の被調査者が望んでいる。それが実際の動きでは、

一段階低い「参加」に集約しているのは、先にふれたよ

うな男性の意識変化の背景にある個別主体性意識や個人

評価主義へと変化する可能性、そして男女共同参画化に

よる男女協働型社会への転換の可能性が、21世紀初頭で

は確信できる程に実現するに至らない、という意識が共

通に存在しているからと思われる。

　オビニオン調査を通じて示された意見のうち、とくに

今後検討を要する事項を上げると、先ず現在そして今後

も、普及の度合いは職業によって異なるだろうという意

見である。とくに拘束時間の長い職業においては、普及

の期待度は低くなることは言うまでもない。一方、マス

メディアの影響を受けて男性の育児参画が普及するだろ

うと予測する意見がある（「経」）。また、父親の育児参画

は、具体的行為としての参加や参画に限らず、精神的主

表3　実際の動きと個人的期待の一致の度合

第1回 第2回

保 75．0 75．0

育 100．0 100．D

経 75．0 100．0　、

労 75．0 75．o

企（ 75．0 75．0

企B 10P・o 100．0

行 100．0 75．0

実際の動き 個人的期待

①母親のみ育児にかかわる

②父親はめったにかかわらない

③父親がある程度かかわる 保育経労企汽企B行 育簿　　企B⑰
④父親の育児が普及している 保　　⑭労企医　　警1

⑤父親が主として育児にかかわる

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注・○は第L回の回答、藁は第2回の回箸。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回篭に変化がなかった場合は無印で示した。

図3　2001年における父親の育児参画、協力への可能性に関する

　　　第1回と第2回の回答のシフト
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柱としての存在感も非常に重要であるとする意見も含ま

れている（「保」）。

　いずれにしても、男性の育児参画の程度は、労働力不

足を原因として女性労働力の常勤化の程度によって左右

されるだろうという予測は、おおむね一致している。こ

のことは、労働力不足解消の方法として、 外国人労働力

よりも女性労働力の導入を積極的に進めることによって

必然的に家庭内協働が進み、父親の育児参画が普及する

ことを意味するものである。

　これらの点も、変化をもたらす条件として加える必要

のある「社会経済的変化」の中で今後検討する必要があ

・る。

4　2001年に最も必要となる社会の育児支援内容

　今回の調査では、5っの内容を上げ～21世紀初頭に最

も必要となる社会の育児支援の内容にっいて、意見を求

めた。その結果は図4及び表4に示すとおりで南る。

　まず実際の動きに関する将来予測では、 「保育サービ

5
4
3
2．

1
0

5
4

く実際の動き〉

3一一

2
1

経1斉　　保育　　地域　　住居　　意識

く個人的期待＞

〔｝

　　　保育　住居　経済　地域　意識
　　　　経済”・・経済的負撞軽激　 保百・…　俣育サービス

　　　　住届’”甲他居環境の整揃　　置ゆ戎…地域の11三活撮境の驚備

　　　　意誠一一ρ弾て意識の啓驚

図4　回数別2001年に最も必要となる社会の育児支援

　　　の内容の重要度のウエイト

ス』及び「経済的負担軽減」が上位を占めたが、第1回

と第2回ではその順位が逆転している。また、「子育て意

識の啓発」、とr住居環境の整備」の下位2位も同様であ

った。また、分野毎にその順位づけには非常に広がりが

見られたβr保』やr育」は、第2回目では最も関連の

深い「保育サービスJを将来予測の第1位としたが、個

人的期待は低い。また、「経」は「経済的負担軽減」を、

「労』は「子育て意識の啓発」を最下位に順位づけしてい

る。平均値に近い回答を示したのは、「企A』、「企B」、「行」

のみであった。また、実際の動きと個人的期待とが一致

する割合も他の回答結果より低いという特徴も指摘する

必要がある。この設問に関しては、その分野を背景とし

た意見として受けとめられるものの他、個人的価値観や

考え方が反映せざるを得ないことを示唆する結果である。

ただし、r地域の生活環境の整備」、r住居環境の整備」に

関しては、意味するものが人間関係を基盤とした環境、

自然環境等々で交錯し、被調査者のイメージが共通のも

のとしてまとまりにくいという反省すべき難点がみられ1

た。

　さて、第2回目で実際の動き、個人的期待ともに、「保

育サービス』は第1位になり、「経済的負担軽減」は第2

位になった。従ってくヒューマン・サービス的支援の主

要な柱である保育サービスと経済的支援とが両輪となっ

て、今後も一層子育て支援をすすめていくことの予測と

期待は、きわめて大き硲ものがあると言えよう。

　特筆すべきことは、「経済的彙担弩減」と「子育て意識

の啓発」の相対的関係である。実際の動きにおいても、

個人的期待におい七も、両者はきわめて上位ときわめて

表4　実際の動きと個人的期待の一致係数

一トー0　　　　　33．4

育 83・3　　66・8

経 83，3’ 　100．0

．労、 66・ 8　　・83耐3　

企A 33・4 ” 33－4、

企B 100．0　 　100．0

行

十83．3　　　　83．3　

細蒋圃
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下位という両極の位置関係に置かれている。とくに、他

の分野の被調査者と逆の順位づけをしたr経」とr保」

の第1位がr子育て意識の啓発Jで、最下位がr経済的

負担軽減」という順位づけはその典型である。両者はと

もに、子どもを産み育てるということは選択的である、

あるいは子育てにかかわる経済的負担自体が選択的であ

るという、プライベート的特質とか主体性を重視してい

る。子育てには経済的負担がっきものである。免れるこ

とも出来るし、過大に負担することも出来る。それでも

子どもを産み、育てるという責任感が重要であるという

視点が、r子育て意識の啓発」を最も必要な支援内容とす

る主旨である。

　今回の調査では、被調査者間相互の討論方式は採らな

かったので、この点での対比的な順位づけにっいて、意

見集約のプ恨セスを更に図ることはしなかった。しかし、

国民世論や政策の方向ともかかわる、この両極の位置関

係にある将来予測と個人的期待の結果については、更に

研究を深める必要性を感じた。

　なお、経済的負担の内容及びその支援については、本

5　4・95・o

4
3
2”一腕…甲胃

1

く実際の動き＞

口
　　　保育所事業所他の保保育マBS

　　　4．g．　　　　く個人的期待＞5
4
3
2
1

．－．盈・1，ヱ＾，豊，．臼．

〔〕

　　　保育所他の保保育マ事業所BS
　　　　　　保育所・・保育所　　　他の保・…その他の保育施設

　　　　　　糠所一事業所内保育所等
　　　　　　保育マ・…保欝ママ　BS・・…・ペビーシッター

図5　回数別2001年に最も重視される保育資源の重要

　　度のウエイト

紀要別論文6で詳細にふれる。

5　2001年に最も璽視される保育資源

　21世紀初頭における最も必要な社会的支援としてトッ

プの位置を占めた保育サービスについて、具体的にどの

ような保育資源が重視されるかにっいて、意見を求めた。

その結果は図5及び表5に示すとおりである。

　第1回、第2回ともに、実際の動きに関する予測の第

1位となったのが、「保育所』である。父親の育児参画へ

の意見集約と同様、ここでもデルファイ法のメリットで

ある意見集約がみられた。

　全国的に最も数多く普及している児童福祉施設である

「保育所」を、すべての分野の被調査者が第1位に上げ

た。この集約的意見は、r保育所」の果たす役割の大きさ

と期待を示すものであるが、しかし一方、その期待の内

容には、現状の保育所や保育制度への不満や注文が伴っ

ていた。それは、既に近年検討され続けている保育所の

今後の課題と全く璽なるものであり、特に保育所運営を

弾力的にすることによって、様々な形態の保育サービス

を提供していくという柔軟で多様な地域保育資源として

の役割である。

　今回のデルファイ法による調査結果では、第1回、第

2回で実際の動きに関する予測が変動したのは、rその他

の保育施設」であった。むしろ、「保育所」が柔軟で多様

な役割を広げるにしても限界があり、その限界を越え、

間隙を埋める保育資源として、rその他の保育施設』の重

要性の確認行為が第2回目で高まったと言える。第2回

　　表5　実際の動きと個人的期待の一致係数

「一第、回

保

育

経

労

100．0

66．8

第2回

33．4

66．8

82

1
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で第3位となった「事業所内保育所等』は、重要度の平

均値に殆ど変化はなく、むしろrその他の保育施設」へ

の意見集約がみられ、また今後早急にはr事業所内保育

所等』がもっディメリットの解決の困難性が予測されて、

第3位となったと考えられる。

　即ち、親の勤務時間と保育時間とが連動しやすいメリ

ットは捨て難い一方で、ランニング・コストが高く、1

企業では資金的に難しい（「育」）、業種によっては良い傑

育環境の確保が難しい（「保」）、保母の確保難や場所の確

保難等の運営面で難しく、保育する子ども数が不安定で

ある（「労』）、都市における通勤事情の悪さやスペース確

保が難しい（「企』）等々、ディメリットの多ざも多数指摘・

された。企業や事業体が、例えば短時間勤務やフレック

スタイム制を採用することにより、「事業所内保育所等』

がより進展する意見もみら恥たが・むしろr保育所』の

利用が一層進展することも予測される。これらをまとめ

ると、現状のままでは21世紀にスっても、概して「事業

所』の重要度は高くはならないことが予想される。

　これらの難題を軽減する方法として、既に企業委託型

保育が試行されている。「保」からは、今後この形態が

重視されてくるという意見が示され、またこの形態をよ

り発展する試みとして、複数の企業が複数の法人に保育

を委託するという形式への期待がr経』、r育」から示

された。現実にその計画が進んでおり、「保育所」と「事

業所内保育所等』の双方のメリットを活かした企業委託

型保育のあり方にっいては、積極的な方向での検討が必

．要であると考えられる。

　なお、「保育ママ」による所謂家庭的保育や「ベビー

シッター」による所謂在宅保育、訪問保育への関心は高

かったが・将来予測としての重要度は低かった。しかし・

r育」から企業とベビーシッター会社の法人契約による

福利厚生の推進の提案があった・これはすでに公共団体

や企業で導入が決定しているところもあり、子どもの病

気看護や出張、残業などの不在時にベビーシッターを使

えるように企業が支援するものであり、新しい形態の福

利厚生制度となりうる。

6　企業・事業体の育児支援

　　（1）労働期間、労働時間の融通性

　育児と仕事の両立のパラダイムを確立するさらに重要

な基盤は、企業・箏業体の育児支援である。両親、即ち

父親の圧倒的多数を占め・また今後は母親の割合も一層

増加すると予想される被雇用者の動向、そしてこれらの

両親が被雇用者としてかかわる企業・事業体の動向は、

今後の子育て支援の動向に非常に大きな影響を及ぼすで

あろう。

　この調査を通じて意見を求めた結果は、図6及び表6

に示すとおりで、デルファイ法による意見集約が最も明

瞭に示されている。最も重視される保育資源に関する回

答でも、高い意見集約がみられたが、実際の動きに関す

る順位並びに個人的期待ともに、重要度の平均をみると、

1位から6位までの順位づけが第1回と第2回で全く同

じであるのは、この内容のみである。また、実際の動き

と個人的期待の一致係数は、調査全体では最高値を示し

てはいないが、第1回、第2回ともに4名が一致し、う

ち3名が同一被調査者であった。

　これらのことは、企業関係の実際経験者のみならず、

すべての分野の被調査者を通じて育児支援にかかわる施

策の重要度の認識に、かなりの一致点を見出すことがで

きることを示している。即ち、「育児休業」、「短時間勤務

』、「フレックスタイム制』、「子どもの病気看護などの育

児休暇」、「事業所内保育所等」、「中途採用制度」の順であ

る。このうち、「保育所」にっヤ、ては、既にふれた。また、

「育児休業」については、後述する。

　ところで「経」は、企業がこれらを導入する順序は、

企業の負担が少ない順となるであろうことを指摘し、第

2回目でその順位が、全体の順位と全く一致したことは、

興味深いことであった。

　一定期間継続して休暇を採るr育児休業』の重要度は

最も高い。次いで「短時間勤務」、 「フレックスタイム制』

のようにある時間を育児関係にまわすことのできる制度

が重視されている。「短時間勤務」は、既に「企A」、

表6　実際の動きと個人的期待の一致係数

育 33．3

　経　　　？γ．8

　行　1100・0

第2回

5．6

55．6

100．0

000100．0

100．0

100．0

55．6
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r企B　Jで導入され、活用されており、他の分野の意見

も含め、そのメリットを指摘する声は高く、今後重要な

企業・事業体の育児支援施策となろう。しかし、「労」は

導入している企業は、シフト制が敷かれる業種などに限

られることや、日本型企業の場合の間題点く課題が指摘

された。本節第2項Φ考察の中でふれたように、企業帰

属意識、集団評価主義から個別主体性意識、個人評価主

義へと変化する可能性の程度が、この課題の解決にも強

く関連することが示唆されるところである。

　子どもが病気などの不慮の事態でく被雇用者が親とし

て柔軟な対応ができる、「子どもの病気着護などの育児休

暇」は、介護休暇制度とともに必嬰性はある程度認めて

いても、早期に導入されるという見解はあまり見られず、

むしろいわゆる病児保育の展開への期待や提案がみられ

た。企業・事業体の育児支援の一環として2i世紀までに

制度化される可能性は決して商くはないと予測される。

　以上の結果から、企業・事業体の育児支援のあり方と

して、労働期間、労働時間の融通性を主とした施策の普

及、促進が期待されている。節ち、就労継続を前提とし

6
5
4
3
2
1

6．0
く実際の動き＞

．，．蓋ll計．．Ω，．，皇・里．．．．．，．．，

　　　　　　　2．3　　　　　2．1、

0　育休短時FT　病気保育中途

　　　　　　　　　く個人的期待＞6
5
4
3
2
1
0
　　　育休短時FT　病気保育中途
育休』…竃児休業　 保帝…・塀業所的保符所節　　　短時一 ・短時賜動務

FT・…フレックスクイム制　　絹気…・；Fどもの病気滑誰などの育児休暇

中途・…巾途採用制度

図6　回数別企業・事業体の育児支援の必要性とその

　　　将来展望の重要性のウエイト

た、育児のために使える期間や時間の確保を優先する施

策の展開の必要性である’

　　（2）多様な選択や組み合わせの可能な育児支援

　さて、「中途採用制度」は、労働期間の融通性を考慮し

た制度の一環としても受けとめることができるものであ

る。今回の調査では、従来からわが薗でも制度化されて

いる再雇用制度ではなく、「中途採用制度」を項目として

選び、この意義を深く検討することを意図した。女性の

理想のキャリアライフとして、出産・育児期はいったん

離職して、子どもがある程度成長してから働きたいとい

う希望が最も強く｛再雇用制度がその希望に即している

ように考えられるが、再雇用制度実施の企業はさほど多

くなく、実施の企業の中でも復職率は高くない。労働省

の女子再雇用促進給付金も殆ど利用 されていない状況で

ある。終身雇用という意識が薄れ、中途採用に企業側も

労働者側も抵抗がなくなってきた現在、 労働市場はより

自由になり、特殊な技術や研修を要する企業以外は再雇

用するメリットがなくなるのではないだろうか。常に拘

束されずに、パートタイムで技術や専門性をのぱす人も

増えるであろう。また、労働者にとっても労働市場が確

保されている限り、同じ企業に戻る必要性はないのでは

ないか。再雇用制度を促進するより、むしろ中途採用制

度を普及させていく方が時代にあっているのではないか

と考えられる。

　さて、 このr中途採用制度」に関する意見は、雇用上

のメリットが指摘される一方、経済変動による影響や日

本型企業の問題点》課題等のディメリットも種々指摘さ

れた。この中で、r脊』が提言した、今後の女性専門職の

広がりを視野においた、「中途採用制度」を基本とする雇

用制度のあり方は注目される。また、r企A』の紹介した

『サムタイマー制度』Tは、この「中途採用制度」の主旨

をも包含した様々な特長を持っ制度として注目される。

　なお、再雇用制度にっいても、1被調査者から若干の見

解がみられたので、簡単に紹介したい。

　この制度は、「企Aj、「企B」でも導入され、登録者も

いるが、常勤者の採用例は皆無であった・その理由とし

て、退職者は何かしらの大変さがあって辞めているので、

前と同じ経験を活かしたいと思っても、同じところに戻

りたくない人が多い。その大変さが解決されていれぱ、

そもそも辞めなかった筈であり、 同じ会社に再雇用され

ることの難しさが指摘されている。また、r労」は、 登録

されていても会社側が再雇用者を選択する場合も多いこ

とを指摘し、いずれにしてもこの制度の限界についズ、

またその見直しにっいて、今後検討する余地があるよう
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に思われた。

　しかし、この内容に関する回答に当たっては、調査上

の問題点も残している。それは、順位づけに難渋した被

調査者が非常に多かったことである。複数の項目を同順

にした被調査者の中には、第1回目のみならず、第2回

目の最終的な回答を迫られた上でなお、6項目をすべて

同順位にした被調査もみられた。むしろ、これらの制度

に優先順位をつけることよりも、必要に応じてこれらの

メニューの中から選択できる環境づくり（「麿』、 「行』）や、

様々なメニューの組み合わせを考慮した労使間協定がで

きるような法制度の確立（「労」）などを求める見解は、き

わめて重要な意義をもっと考えられ葦。例えば「育」が

例示したカフェテリア・プラン8などの福利厚生制度や、

上述した「企A」が独自に設けている『サムタイマー制

度』などは、多くの示唆を与える。特に『サムタイマー

制度』は、わが国の環境条件を踏まえながらこれまでに「

ふれてきた条件を加味し、 単独の施策を広く包含した制

度として、 浬目される。この制度は、育児支援としてで

はなく、企業め労働力確保、優れた人材の確保を目的に

制度化されたものである。昭和63年発足以来非常に普及

し、これまでに企業Aで常勤職として働き退職した人の

うち、約150人がこの制度を利用している・一方、フ

ルタイムを原則とする再雇用制度で採用された人は皆無

である。

　このように普及したのは、r優秀な労働力を確保した

い」という企業側の条件と育児期の母親が求める主体的

な条件とが『サムタイマー制度』により一致点を見いだ

すことができたからである・特に、出産・育児のために

やむを得ず退職した人々、育児中であっても労働による

社会参画を望む人々、キャリア継続をはかることを希望

する人にとって、自己の希望と育児継続との双方を可能

にしうる制度であったからであると考えられる。この制

度は、すべての企業・事業体に適用し得るものではない

が、今後の社会を先見したひとつの育児支援のあり方と

して、期待されるものと思われた。

7　育児休業の取得

　（1）狭義の育児休業と広義の育児休業

　企業・事業体の育児支援として最も重視されている育

児休業は、当面育児と仕事の両立を図るための制度的基

盤として、とくに関心が持たれ始めている。これに関す

る意見をまとめた結果は図7及び表7に示すとおりであ

る。十分予想されたことであるが、女性の取得率が如何

なる場合においても男性のそれを相当上回るという結果

であった。しかし、デルファイ法による意見の集約の方

向は明瞭にはみられなかった。むしろ「経』、「労」の第

2回目では、予測の対極化という傾向がみられた。

　今回のオビニオン調査結果は、単にこのような内容よ

りもむしろ、女性についても、男性にっいても取得割合

に関する回答分布は広く分散したという点が重視される。

つまり育児休業の取得者の割合は、今後変化し得る可能

性のある環境条件にきわめて依存していることを意味し

ていると考えられる。

　従って、今回のこの調査もそうであるが、これら育児

休業の取得者の割合を訊ねた調査結果は、そ紅らの条件

を種々考慮に入れぬ限りは＞その数字自体はあまり有意

義なものとは言えないことになる。そこで、オビニオン

．調査で示された意見を整理して、今後の育児休業制度の

あり方にっいて検討する素材を以下に提供したい。

　この制度の普及について特に女性の場合には、r保」は

乳児期の母子関係を重視し、可能な限り育児休業を活用

することを期待レ、実際に関わりの深v、「経ふ「労ム「

企」の個人的期待も高い。しかし、他の育児支援の普及

や活朋の可能性によっては・実際の動きの予測が大いに

異なってくる。特に「企」においては、企業や事業体の

育児支援例えば短時間勤務、フレックスタイム制の導入、

普及によって、育児休業取得の割合は、個人的期待より

も低くなうている。また「育」は、休業了耀易復帰した

後の社会的育児支援の如何によって・これを選択するか

どうかが左右されるとしている。

　従って、男性、女性ともに育児休業を取得することが、

育児と仕事ID両立のための最大の方策であるとは言えな

い。つまり、前項の指摘と結びつくが、育児休業は今後

一層広がるであろう育児と仕事の両立のための支援メニ

ューの選択肢の一つとして位置づけられるものであり、

利用者にとっては他のメニユーとの関連性の中で考慮さ

れ、選択されるものである、という視点が重要である。

　この点をさらに明確に示したものが、r行」の見解であ

る。育児休業の定義を、従来のように全日休暇とか、一

定期間継続して休暇を取ることとして受けとめるか、一

部諸外国にみられるように、短時間勤務などのパートタ

イム休暇をも広く包含するかによって、今後の予測に大

きな相違がみられるであろうという考えは、示唆に富む

ものである。謂わば、前者は狭義の育児休業、後者は広

義の育児休業と言えよう。広義の育児休業の保障は、先

にふれた他の多様なメニ出一との関連性の中で考慮され、

選択される可能性を広げ、また企業や行政の施策として

も、国民の意識としても広く浸透する可能性を持っ。
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実際の動き 個人的期待

①　1割に満たない ㊨

②　3分の1程度 ｛直轟 育

③半分程度 保 ⑭ 　　’　辱A企脅行　　鴨■　7ノ 経　■ ρ　』

』一　ノ

㊨

④　3分の2程度 労 ⑭
響　　、

⑤ 　’■葡　－　一

⑤　8割程度 ⑱ ⑧労
■　一　『

　　　　　　　　　　　　　　　　　　注・○は策L回の回答、こきは箪2回の回答。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　回筈に変化がなかった場含は無印で示した。

図7－1　一般企業に働く育児休業取得資格者の2001年における取得の程度に

　　　関する第1回と第2回の回答のシフト（女性の育児休業取得者）

実際の動き 個人的期待

①数パーセント
　　一嚇、育1経｝　　隔　’ ⑤企B ⑧齢 企B

②　 1割程度 保
’9　、

行 恥㊨騒 ⑱
③、2害II程度 ⑧㊥ 行

④3分め1程度
一　、

労、・『　『

＠⑳籔
⑤ 半数程度 壕

　　　　　　　　　　　　　　　　　注・○は箪1回の回答、⇔は箪2回の回答。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　回答に変化がなかった場合は無印で示した。
図7－2　一般企業に働く育児休業取得資格者の2001年における取得の程度に

　　　関する第1 回と第2回の回答のシフト（男性の育児休業取得者）

表7　実際の動きと伺人的期待の一一致係数

女性の育児休業取得者

第1回 第2回

保 50．0 75．0

育 75．0 100．0

経 50．0 75．0

労　． 75．0 75．0

企ム 75．0 100．0

企B 100．01 50．0

行 100．0 75．D

　一

男性の育児休業取得者

第1回　　第2回
「一

｛呆 　　く75、0＞　　　　100，0

育 75．0 100．0

経 75．0 75．0

労 75．0 75，0

企A 75，0 50．o

企B 100．0
100』0

行
75．σ

75．0

衷註＝く＞は変化の割含が小さくなる。
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　（2）育児休業と所得保障に関する見解

　広義の育児休業の場合には、狭義のそれと異なり、何

らかの所得保障のシステムと連動している・しかし、狭

義の育児休業の場合、即ち全日休暇や現行のr育児休業

等に関する法律」によって一定期聞継続して休暇を取る

場合には、所得保障の有無が重要な鐸とな為ことに変わ

りはない。

　各分野の見解をまとめると、所得保障の必要性に関し

て、「保」、「労』、「行」が肯定的、「育』、「経」、「企A、企

B』が否定的であった。杏定的な見解の主たる理由は、

企業の方針としての整合性、とりわけノーワーク・ノー

ペイの原則を重視することにある。之の点に関しては、

所得保障の必要性は、被雇用者という立場を超えた親、

養育者という立場にある人々への、社会の子育て支援に

関する国民世論や行政施策の方向如何にかかわってくる。

そして、肯定的見解の中で示された、所得保障のための

財源として、年金保険のような社会保険の活用、あるい

は雇用保険の適用なども、このような国民世論や行政施

策の中で方向づけられ七くると思われる。

　また消極的否定論といえる見解として、休業取得者の

実際の声を適じオみられた見解、っまり所得の減失より

も育児浮できなことの満足感を高める可能性と・そして

一方・今後予想されるフルタイムの専門惟の高い職への

就業の増加が、働くこと自体の充実感、満足感を高める

可能性との双方が指摘されている。このことは、先にふ

れた多様なメニューの中からの選択という方向の重要性

とも結びついている。21世紀においては休業による育児

の満足感と、短時間勤務等他の支援施策を利用して休業

せずに両立させる満足感とが個々の家庭の価値観や主体

性の中で、選択できる多様なメニま一が用意される社会

の実現を目指したいものである。

どの程度図られるかである。第2には、これに伴って、

社会全般、児童家庭福祉関係団体、政府、企業・事業体、

労働者団体等々が協働して『多様な社会的育児支援メニ

ュー』をどの程度整備し、提供し、それを家族、親子特

に両親が、その責任と権利においてr主体的に選択する8

ことがどの程度有効になされるかである。第3に、これ
らを通じて、家族の臼々の生活が、共存や絆をもとにそ

れぞれの人生における自已実現が図られるような状況即

ちr家族成員間の自立的相互援助と自己実現』旧がどの

程度達成できるかである。昨年度の報告でまとめた「育

児と仕事の両立」へのパラダイムの転換の歴史的経緯と

現状を踏まえ、更にここで総合的にまとめた内容を踏ま

えてその展望を示すと、図8の通りである。

．＝甥

脆

ぐ・．

漸　費　活　動

　　　　ε

坐　歴　　　溝　質　の 、府　用　労　働　化

男　注　　光の　邸分

父鞭の破層用労働 ｛ヒ　と 宿 給 家 庭

外　労　働　化

　　息
　　・孫2＝52＝∫盈＝F∫佗＝＝＝焔：5綴55簡＝＝＝＝

　　息

女　性　　陰　の　郎分

母覗の窟児癖案化
と無給家優内労働化・

　　　　　旦
’誰F　　　　　　　　　　F‘
　　　　　1

家庭における育　児　の　単　相　化
社　会　進　出　の　磯会
の　増　加　　多　様　化

　　旦
男　性　　　父　競

球　旺　内　労　働　参　画

　　　旦
女性　　　母　観

箪　厩　外　労　働　参　闘

第女共伺参画化
；

多　様　な　社　会　的　育　児　寅　擾

メニ轟一の主体帥選択
・8　育児と仕事の両立のパラダイム確立の展望 1

　昨年度報告において、 r男は仕事、女は家庭』のパラ

ダイムからr育児と仕審の両立」へのパラダイムの転換
め歴史的経緯と現状にっいてふれた9。本年度は、この「

育児と仕事の両立』へのバうダイムの転換の可能性を具

体的に検討することとし、既にふれたような専門的見解

奪得、 その結果を考察してきた。それらを総合的に検討

していくと、「育児と仕事の両立jへのバラダイムの転

換の可能性は、以下の3づのキーワードが鍵となってこ

よう。第1に、家庭内及び家庭外労種惨薗の浸透によっ

て、男性（父親）、女性（母親〉がともに家庭や社会にお

いて主体的に参画し得る状況即ち『男女共同参画化』が

家　族　成　員　間、の　自　宴　的

槍亙・援・助と自己突現

図8　「男は仕賦女は家庭』のパラダィみ確立の歴史

　　的変遷とr育児と仕事の両立』へのパラダイムの

　　・転換の可能性

9　デルファイ法による調査の意義

　最後に、これまでのオビニオン調査においてまだ用い

られることの少ないデルファイ法を採り入れたことの効

胴と隈界、問題点、課題にっいてまとめることとする。
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　　（1）3つの特徴の検証

　留頭の研究方法でふれたように、この方法は・専門的

な将来予測を行う際に用レ、られること、同一質問が須数

回繰り返し行われること、最終的に意見集約を図るため

に用いられること、の3つの特徴を持っ。

　先ず専門的な将来予測にっいてであるが、今回は少数

の被調査者に対し、比較的長時間にわたり、綿密な意見

聴聞を行った。この点で、今回の調査全体の結果をみる

と、その意見を裏づける基盤の強固さや確実性の上で、

一般の意識調査よりも信頼性、妥当性の面で一日の長が

あるように思われる。しかし、被調査者の数を増加させ

ることにより、客観性を一層強めるのか、逆に意見を裏

づける基盤の強固さや確実性が低下するのかを今後さら

に確かめることにより、この方法の応用性を検討する必

要がある。

　次に、複数回実施することにっいてであるが、第1回

目の調査結果は、明らかに第2回目の回答に影響を及ぼ

していると考えられた。自己の意見、見解の位置の確認

という心理的操作が、自己の意見、見解の強固さ、ある

いは不確実性をより覚知させる機能として働いた。今回

は2回の実施であったが、この回数を増やすことは、自

己の価値観や観念の整理、意見や見解の明確化に一層の

影響を及ぼすと考えられ、調査の手法として、その効用

は検討に値するものである。しかし他方、回数の増加は、

時間消費と経費の増大という難点があることも付言しな

けれぱならない。

　第3に、意見集約という点にっいてであるが、社会状

況の将来像を予測する質問項目に関しては、第1回目の

調査の結果をみた上での第2回目の回答は、意見集約に

向かったと考えられる・この点は、予想通りであった。

しかし、政策に関する質問項目に関しては、各分野を代

表する回答者の戦略的判断により、意見集約の方向より

も、その立場や位置がより明瞭に示される傾向が一部の

回答にみられた。この点は、政策研究をデルファイ法に

よづてすすめていく上での重要な検討課題となろう。

　また今回は、第2回目において、第1向自の回答の結

果を示したが、本人がどの回答に該当しているかは明示

しなかった。この点は、上述の心理的操作をより深める

上で、また立場上の戦略的判漸を増強させなかった上で

望ましかったと考えられる。

　 （2）回答にかかわる問題、課題

　各質問項目に対する回答には、当然その回答の根拠と

なる理由や背景が存在する。とくに将来予測の場合には、

予見という心理的機制が必ず働いているいるので、その

根拠はとくに重要となる。それを叙述してもらうことに

より、被調査者の意見の明瞭化が確実にすすむ。また回

答の際には、後述のように予見の前提としての個々の与

件を見込んだ上での回答がなされる場合があり、その内

容を確かめることはかなり重要である。

　デルファイ法では、予見の根拠となる理由やその予見

をもたらした具体的与件を必ずチェックする手法を用い

ることとはされていない。しかし、一般の調査では全く

この点が排除されていることが、むしろディメリットと

なっているわけであり、その意見・見解の基盤の強固さ

や確実性を高めるためにも、そのチェックは是非とも含

めたいものである。とくに予見については、その与件と

して組み込まれていった各事項の起こり得る可能性にっ

いての検討が欠かせないものとなる。

　また、今回の調査を通じ、次の二つの点が課題として

残った。ひとっは、順位づけの際の、 複数同順回答の場

合の処置であり、・二っは、 各回答の選択膜に含まれてい

る特定の言葉の影響である。前者にっいては、先述した

ように、将来予測を明確に順位づけして回答できるよう

に、 「この場合には一一』、「そしてこの場合には一一」

というように、与件を個々にあるいは組み合わせにより

明確化することによって防ぐ方法と、最終的に価値づけ

や順位づけを強制する方法とがあろう。今回は、その点

での徹底性を欠いたことは否めない。むしろ前者っまり

与件の明確化の効用について検討を加え・それを活牟し

ていくことが必要であると考える。後者にっいては、特

定の言葉（例えば「ある程度」）に対して、各被調査者が

とらわれやすい傾向がみられることがわかった。っまり

逆に言えば、あいまい性を帯びた言葉、選びやすい言葉

に、結果的に回答が集中する可能性がある。・例えば、男

性の育児参画の質問で、r父親がある程度かかわる」の場

合、各被調査者がイメージしている「ある程度」の内容

には著しい相違があろう。このため、結果として意見集

約が実際以上にすすんでいると解釈する恐れが生じる。

　この欠点はζ一般の調査も同様であろうが、今後その

欠点を極力なくしていくための工夫が必要である。例え

ぱ、回答肢を極力数字で示していくことなどである。そ

の際、その数字が、行動を起こす人員の割合を示すもの

なのか（例えば何人中何人が参加しているという意味で

の割合）、行動している程度を示すものなのか（例えばひ

とりの人が育児など特定の行動全体の中で参加している

割合〉を明確に区別しておく必要がある。

　（3）実際の動きと個人的期待との関係

デルファイ法では、将来予測に関し、実際にどうなる
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かという動きのほか、被調査者個人はどうなって欲しい

かという個人的期待を併せて質問することは、手法とし

て必ず含むこととされている訳ではない。しかし、この

両者は微妙に関係しあい、その連関を把握しておくこと

Fは、 将来展望を見ていぐ上で重要であると考えた。この

ため、今回の調査では、実際の動きと個人的期特を必ず

対にして、回答を求めた。その結果は、すでにふれた適

りであるが、 特に一致係数を算出してこの関係をみたり、

また連関表を用いて検討を加えることは、単なるデルフ

ァイ法のみの結果よりも有効な情報を提供してくれたよ

うに思われる。今回の分析では、この点まで深く言及し

なかったが、今後この面でも併せ検討を深めていきたい・

　最後に、デルファイ法との関係で、1課題となったこと

を付記したい。それは、一実際の動きに関する予測と個人

的期待の区別が不明確になる回答が時にみられたことで

ある。「2001年には、こうなって欲しいという希望的観

測を含めて」と前置きして回答した場合などに《それが

予測であるのか、期待であるのかを峻別することが難し

い例が生じた。

　また、各被調査者が回答していく流れは、先ず個人的

期待を答え、その後で実際の動きを答える場合が多かっ

た。従って、被調査者の立場からみると、先ず期待にっ

いてのイメージが浮かびやすく、それと現在の状況との

差を埋める形で実際の動きを予測するという縄路を踏む

場合が多かった。とりわけ第2回においては、すべての

被調査者が先ず個人的期待を答えた上で、．次に実際の動

きを予想するという手順で回答したこと は、興味あるこ

とであった。

　今後、’この手法を用いる場合の質問手続きのタイプを

いくつか考案し、その手法による回答の相違や藁通点を

明らかにするごと等を通じて、調査方法の精度を高める

努力が必要であると考えられた。

参考資料　く将来予測に関する質問項目＞

上

2

3

「男は仕宴、女は獄庭1という考え方から．　『野兄と仕事の問立1へという考え方の変化について

ID200ユ年（2エ世紀）におけるこの考え方
　への変化の度合
　僚料1一⑤）　　・、　　　　　　　　　

（⑳一般企業に働く女住の育鴉休纂取得資絡者は

　200匹年にはどの程度取痔するようになるか
　　（資料．2一③）　　　　1　

｛3痔般企嫌働く舵の育見休業取得難者は

　200L庫にはゼめ程度取衙するようになるが

（0変化をもたらす粂件　　　　　　　　　

　施炎なものから順番に番号を　　　　　　　．

　π児の社金化の方向

（1）200⊥年におげる父厩の胃兜参西，協力への

　可晦性
　（資料瓦一⑪）　，　　　　　　　　　 　

（2）200ユ年に最も重祝される保警資漁

　重堅なものから瓢替に醤母を
　　（資料3）

（3）200ユ年に最も必憂となる社会の野児寅擬の
　内容、鞭なものから剛番に書号を
　　（資料ユー⑥）

　倉築．事築鯵の胃況支搬の必蚕性とその醤來展望

“）200ユ璋に最も重舜と松る企察、峯業俸の
　育児支擾の内熔で重更なものから駁畢に番号を
　（資料2一③．　2－4．）

　　実牒の動き

　Φ　全く変化しない
　②　灘る程度変イヒする

　‘ゆ　相当変化する

　④　寛全に変化する

　①　1刮に滴たない．

　②　3分のL鶏度
　③　半分程展
　④　3分の2疑度
　⑤　8割程度
　6矛　敗バーセンド

②　瓦割羅度
　笹、　 2剤程度
　・む 3分の1穐度
　⑤羊致盟度

　（　｝強力に政策を推進する

　（　）縫営奢側が積極的にかかわる

　（）労働君弼が鼠極的にかかわる
　｛　）女性の意鐵変化

　（瞬性の醐変化

　①　母親のみ宥児にかかわる
　②　父親はめったに響児にかかわらなし、
．　③、父親がある程度育児にかかわる

　こ聾、父親の脊兜め5普及している

　⑤　父親が主として賢児にカ』かわる　

　（）保腎所
　（｝その他の保脊礎故
　（　〕聯所内陳膏所等

　（｝保腎ママ
　｛　1ベビーシンター

　（　）経済的負廻軽減
　〔》保腎サ｝ビス
　〔　》焼居環境の整伽

　（）地域の生活環境の整伽
　（》子育て．意戯の啓発

　（　驚児休築
　（　1耶策所内保鰍等
　（　肥時聞勤務
　（　）フレックスタイム詞
　（　》子どもの病気看践などの育児嫁暇

　〔　〕中途採用智度

　　餌く的騨、

Φ　全く変化させたくない
②　ある程尻変化させた』、

r輩1相当変化させたい
④ド完全に変化させた吟

①　ユ刮に漸たない

②　3分の1程度
一き　半分程度

雀・　3分．の2毬度

蕊・■8鵡程度

‘工・敗パーせント

豪・夏都程度

壼・2割毬度
・を　3分の皇糧度

⑤　半致毬炭

（　1強力に政策を推逸する

（）騒富者側が毯極的にかかわる

（）労働者側が積極的にかかわる

（）女住の罫畿変化
（）男性の意繊肇化

①　母親のみ官児にかかわる

②　父題はめったに宥児にかかわらない
書1父競がある程度腎児にかかわる

④　父駁の育兄力監讐及している

彊・　父親力監主として育児にかかわる

‘》像育所

l　lその絶の保胃庭設

〔牌喋所内保鵬
1》保育ママ
〔　，ベビーシ7ター

（　）凝渉的黄怨軽減

〔　〕保育サービス

〔〕住居環境の艶伽

1）塘城の生潜療境の髭億
〔　）子育て，意識の啓発

》育児休業

）事策所内腺脊所等

随鰐陽勤務
）フレックスタイム制

1子どもの病気管族などの腎児休暇

沖途採馬別煎
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　本研究は、平成4年度厚生科学研究費による家庭・出

生問題総合調査研究「家庭機能に関する研究：家庭養育

機能及び家庭に対する社会的・公的支援に関する研究」

の一環として行なったものである。
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